パスポート取得費支援事業　実施要領
１　目的
この要領は、米子空港国際定期便（「米子ソウル便」及び「米子香港便」「米子上海便」のことをいい、以下「定期便」という。）の利用促進を図るため、令和５年７月７日以降にパスポートを新規取得または更新し、定期便を利用した旅行を実施する者に対して、国際定期便利用促進協議会（以下「協議会」という。）が経費の一部を支援する事業に関して必要な事項を定めるものとする。
２　事業内容
　（１）対象者
　　　以下のすべてを満たす者とする。
ア　パスポートの発行年月日が令和５年７月７日以降であること。
イ　同一年度内に出発する定期便を利用して旅行すること。
ウ　外国籍を有する者については、在留カード又は．特別永住者証明書の交付対象者であること。
エ　当該旅行の出発日が申請日と同一年度内であること。
オ　国又は地方公共団体（以下「国等」という。）の事業又は国等から委託された事業としての旅行でないこと。
  （２）支援額
　　　１件当たり３，０００円
３　経費支援の手続
  （１）パスポート取得費の支援を受けようとする者は、パスポート取得後、支援の対象となる旅行を実施する日までに、協議会（事務局：鳥取県輝く鳥取創造本部国際観光・万博課）に対し、申請書（様式１）を提出しなければならない。
　（２）協議会は、申請書の内容が適正であると判断した場合、申請の受理日から１０営業日以内に承認書（様式２）により実施報告の提出期限を定めて承認するものとする。
  （３）当該旅行の実施後、(2)で定められた実施報告の期限内に報告書兼請求書（様式３）を協議会に提出しなければならない。
  （４）協議会は、報告書の内容が適正であると判断した場合は、請求書を受理した日から30日以内に、請求額の支払を行うものとする。

　（５）（１）及び（３）の申請手続は、旅行会社が代行できるものとする。
４　その他　
　（１）協議会は、申請書の先着順に優先して予算の範囲内で支援するものとする。年度途中で支援を終了する場合は、事前に協議会が運営するホームページ等で告知するものとする。

　（２）この要領に定めのない事項については、協議会が別に定める。
　　附　則
　　　この要領は、令和５年８月２２日から施行する。
